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Abstract
The political and social turmoil following the collapse of the Soviet Union concerned 
international society over whether dismantlement and disposal of the Russian nuclear weapons could 
be safely completed. Accordingly, Russia and the United States, until recently, were involved in the 
joint program to use High Enrichment Uranium (HEU) retrieved from dismantled nuclear warheads 
for “peaceful uses.” In this “Megatons to Megawatts program,” Russia downblended 500 ton of HEU 
into Low Enrichment Uranium (LEU) and exported it to the United States for twenty years from 1994. 
Reportedly, as much as 10 % of all electricity produced in the U.S. came from these former Russian 
nuclear arsenals. In an economic crisis, the Russian government sought cash to pay its debts, even 
using their dismantled nuclear weapons for this purpose. In return, the U.S. purchased Russian LEU 
(from 20,000 nuclear warheads) for nuclear non-proliferation. Simultaneously, the U.S. blocked the 
Russian regular LEU obtained from natural uranium ore, from the American uranium market, to 
protect their domestic uranium mining industry. Now that Russia has recovered from its economic 
crisis, it does not need to live hand to mouth. The Russian government lost interest in the continuation 
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of the “Megatons to Megawatts program” after 2014, when the program was terminated. Moscow 






す取り組みを行っていた。即ち、ロシアの解体核兵器から生じた HEU500 トンを 20 年にわたり原子力
発電用の低濃縮ウラン（LEU）に希釈 1 し、米国に輸出する協定（HEU 協定：1993 年 2 月 17 日付で米
ロ両国政府により締結）に基づいて実施された事業がそれである 2。




する 3。しかし、この事業では、逆に使わなくなった核兵器から取り出された 93％の HEU を 4.4％まで





4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（以下、本稿で
は通常の LEU とは区別して「HEU 希釈 LEU」と称する）による原子力発電が担うまでになっていた
が、HEU 協定は 2013 年末に満了し、その後事業が延長されたり、同類の後継の事業が誕生したりす
1 通常原子力発電に用いるのは 3 ～ 5％の濃縮度の低濃縮ウラン（LEU）である。1993 年 2 月 17 日の米ロの
HEU 協定に基づいて開始された事業で考え出されたスキームは、1.5％の濃縮度の LEU を混合することで、90％
以上の濃縮度の兵器級の高濃縮ウラン（HEU）を 4.4％まで「希釈」するというものであった。
2 解体核兵器を「平和利用」する発想は他にもあった。HEU 協定の他に、米ロは 2000 年 9 月に、核兵器の解体










ることもなかった（2019 年 2 月 1 日現在）。本稿では、この事業がどのような背景や理由から実現し、
またいかなる理由から継続出来ずにいるのか、再検討したい。もとより、メガトンからメガワット計












危険性は大きくなっていた。グレアム・アリソン（Graham Allisson）が 2004 年、『核テロ（Nuclear 
Terrorism）』で述べたとおり、「核兵器転用物質の盗難と核兵器盗取の試みは、仮説上の可能性の話で
はなく、現に明らかになったものであるだけでなく、繰り返し発生もしている」ものであった 6。GAO
は 2002 年 5 月、国際原子力機関（IAEA）などの情報に基づき、1992 年から 2001 年 7 月まで主に警
察の捜査で摘発された兵器級の核物質の密輸事件を 20 件リストアップしたが、この中で核物質の出所
がロシアであるケースは、疑わしいものも含め 15 件にのぼった 7。ロシア経済は混乱していた。世界銀







4 Richard A. Falkenrath, “The U.S.-Russian HEU Purchase Agreement: Achievements, Problems, Prospects” 
Discussion Paper 95-07 of the Center for Science and International Affairs. 
5 GAO は会計検査院という名称で知られたが、政府監査院に改称された。
6 Graham Allison, Nuclear Terrorism: The Ultimate Preventable Catastrophe, (New York: Times Books, 2004) 
p.11.
7 U.S.GAO, NUCLEAR NONPROLIFERATION U.S. Efforts to Help Other Countries Combat Nuclear 
Smuggling Need Strengthened Coordination and Planning, (May 2002) pp.33-34.







代、1991 ～ 92 年頃に生まれた。この発想が初めて目につく形で公表されたのは、ソ連崩壊前夜、1991
年 10 月 24 日付ニューヨークタイムズ紙に掲載されたマサチューセッツ工科大学（MIT）国際研究セン
ターのトーマス・L・ネフ（Thomas L. Neff）による論説によってであった 9。ネフはソ連に核兵器の解






















1992 年 7 月 22 日、兵器級の HEU を希釈して、民生用の原子炉の用いるために販売できることを、訪




13 Alexander Pavlov and Vladimir Rybachenkov, “Looking Back: The U.S.-Russian Uranium Deal: Results and 
Lessons” Arms Control Today, Electronic edition, December 4, 2013.




問した米国ワシントン D.C. において提案した 15。ミハイロフは「ロシアの貯蔵された HEU の 2 ～ 5 割
は、望むべくは二国間合意に基づいて 5 ～ 10 年にわたって計画的に販売できる」と述べるとともに、
HEU から LEU への希釈で米国がロシアを技術支援できると訴え、このような合意ができるならそれ
は「核軍縮の真の始まりになるであろう」と述べた 16。
この提案に関して米国政府からは公式の反応はすぐには出なかった。しかし 8 月 31 日、米国のジョー
ジ・ブッシュ（George Bush）（父）大統領は、米ロが解体核兵器からの HEU を確実に平和目的にの
み用いる合意に署名したことを明らかにし、この合意に基づいて 12 カ月以内に商業用の原子炉燃料
の販売に供するための協定締結を模索する旨を発表した。その後、民主党のビル・クリントン（Bill 
Clinton）政権になっても、この方針は維持された。こうして米ロは 1993 年 2 月 17 日、ロシアの解体
核兵器から生じた HEU500 トンを LEU に希釈し、20 年にわたって米国に輸出する協定を締結した。
翌 1994 年 1 月に USEC は米国における独占取り扱い事業者として、MINATOM との間に HEU の購
入契約を締結した。さらに、1994 年 1 月に、米ロで事業の透明性維持のための協定が締結された後、
実務交渉が続けられ、オンサイトの検証措置についても合意された 17。この合意では、シベリア化学エン
タープライズ（SChE）、エレクトロケミカル・プラント（ECP）、マヤク生産アソシエーション（MPA）
の 3 施設において、5 日間にわたる監査訪問を年 6 回行うことが出来る権利を米国は有することになっ
た 18。また、ウラル・エレクトロケミカル・インテグレーテッド・プラント（UEIP）において、米国エ




連の解体後、1,240 個の核弾頭を有する 176 発の大陸間弾道弾（ICBM）、700 発の核巡航ミサイルを搭







15 “Russian Uranium Proposal Divides U.S. Government” Washington Post, July 23, 1992.
16 Ibid.
17 Department of Energy, Energy Information Administration, Commercial Nuclear Fuel from U.S. and 
Russian Surplus Defense Inventories: Materials, Policies, and Market Effects, DOE/EIA-0619, May 1998. 
p.19.
18 J. Benton, D. C. Thomas, J. W. Glaser, D. R. Dougherty, UCRL-JC-135145 PREPRINT U.S. Transparency 
Monitoring under the U.S./Russian HEU Purchase Agreement 
This paper was prepared for submittal to the Institute of Nuclear Material Management 40th Annual Meeting 
Phoenix, Arizona July 26-29,1999.















交渉の末、米国とロシア、ウクライナの三カ国は 1994 年 1 月 8 日、残留核兵器のウクライナからロ
シアへの移送を数カ月以内に開始して 3 年以内に完了し、その見返りとして債務返済の救済措置と経
済的な便益をウクライナに付与することを約束した。同時に、米ロの HEU 協定とは別に、ロシアは
ウクライナにあった核弾頭から 50 トンの HEU を取り出して、これを希釈したうえロシアで燃料加工
し、ウクライナの原子力発電所向けに供給する協定を締結した 22。HEU からの利益はウクライナにも公
正に分けられるべきだとの主張は、結局は、類似する発想に基づく、米ロの HEU 協定とは別の枠組み




（Annex）において、10 カ月以内にウクライナの原子力発電所に 100 トンの LEU を補償として提供す
るプロセスを開始すること、さらには、同じ日までに、解体処理を行うため RS-18（SS-19）と RS-22
（SS-24）からの、少なくとも 200 個の核弾頭をウクライナからロシアに移送することを明記した 23。
一方的な核放棄に対する反対があった。Rada の要請によってウクライナ外務省は同国の核の政策オプションに
関する報告書を用意していた。一方、外務省は非核化を支持していたという。Mariana Budjeryn, Ukraine and 
the Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons, October 15, 2018, Wilson Center Home Page Blog, 
https://www.wilsoncenter.org/blog-post/ukraine-and-the-treaty-the-non-proliferation-nuclear-weapons（2019
年 2 月 1 日閲覧）。 
20 Fred Hiatt, “U.S. May Buy Soviet Uranium; Senators Say Plan Could Cost Billions”, the Washington Post, 
November 24, 1992.　国防長官であったウィリアム・ペリー（William Perry）は自身の回顧録で、ウクライナ南
部のペルボマイスクにあった戦略核兵器基地の閉鎖について振り返っているが、同じ章で「メガトンからメガワ
ット計画」を後日談（エピローグ）として言及している。William J. Perry, My Journey at the Nuclear Brink, 
(Stanford, CA; Stanford University Press, 2015) p.96.
21 Alexander Pavlov and Vladimir Rybachenkov, Op.cit. 
22 R. Jeffrey Smith, “U.S., Ukraine, Russia Near Deal on Arms; Economic, Political Benefits Are Offered”, The 
Washington Post, January 9, 1994.
23 The US-Russia-Ukraine Trilateral Statement and Annex Moscow, January 14, 1994. なお、1994 年 1 月 8 日
の合意では、50 トンの HEU を取り出して LEU に希釈してウクライナに提供することが謳われていたが、その後
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3．ソ連産の濃縮ウラン輸出攻勢の長い影

















1973 年 10 月、西ドイツの電力大手 RWE との間に濃縮契約を結んでいた 26。しかし、米国もこれを容認
しており（というより容認せざるを得なかった）、ジェラルド・R・フォード（Gerald R. Ford）政権は
1974 年 3 月 29 日、承認した国家安全保障決定覚書（NSDM）250 号において、ソ連と濃縮役務契約を
西側同盟国が締結することに関し、米国として中立姿勢を保つことを確認していた 27。
1970 年代後半、米国はソ連からウラン鉱石を直接的に輸入したことは無く、兵器を由来としない




社は外国に LEU を求めるようになったためである。さらに 1986 年～ 88 年には、米国では計 670 万
の 1 月 14 日の三カ国声明では、100 トンの LEU を同国に提供すると謳われている。HEU を希釈するわけなので、
双方の数値には矛盾はない。
24 William Burr, “The 'Labors of Atlas, Sisyphus, or Hercules'?　US Gas Centrifuge policy and diplomacy, 
1954-1960”, The International History Review, 37(3) 2014. pp.431-457.






年 4 月に欧州共同体（EC）と IAEA の査察協定が署名され、西ドイツが NPT 批准に向かう見通しとなったことから、
契約締結となった。
27 NSDM 250, U.S. Policy toward Purchase of Soviet Uranium Enrichment Services, March 24, 1974, National 
Security Digital Archive (at George Washington University).
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ポンド、190 万 SWU（分離作業単位）に相当する濃縮ウランが外国から輸入され、電力会社に送られ






年に $250/kgU（2003 年基準ドル価格）を少し切る水準にまで迫ったが、その後に急落し、1982 年に




よって奪われた米国の濃縮役務は 1986 年～ 88 年に 1,700 万ドル、1989 年には 900 万ドルに達すると
推定された 33。
こうした状況に対処するため、コロラド州やワイオミング州、テキサス州などのウラン採掘会社
13 社と、デンバーに本部を置く石油・化学・原子力労働者国際労働組合（Oil, Chemical and Atomic 
Workers International Union） からなる「ウラン国内生産者暫定委員会」（Ad Hoc Committee of 
Domestic Uranium Producers）は 1991 年 11 月 8 日、ソ連の濃縮ウラン輸出でダンピングを行ってい
るとして米国商務省と同省傘下の米国国際貿易委員会に訴えた 34。これを受け、米国商務省は 1991 年 12
月 5 日、反ダンピング課税調査（Antidumping duty investigation）を開始することを発表、そして米
国国際貿易委員会は、同年 12 月 23 日、予備的な損害判定を下した。その 2 日後にソ連は崩壊したが、
商務省はダンピング課税調査を継続した。ウラン国内生産者暫定委員会はさらに 1992 年 5 月 28 日、
ダンピングの課税調査に HEU を含めるべきであるとの書簡を商務省に提出した 35。
一方、商務省の照会に対して、1992 年 5 月、アゼルバイジャンの駐モスクワ代表部は、米国にウラ
28 GAO, Briefing Report to the Honorable Marilyn Lloyd, House of Representatives, Uranium Enrichment, 
U.S. Imports of Soviet Enriched Uranium, December 1989. p.8.
29 Ibid.
30 OECD/NEA, No. 6096, Forty Years of Uranium Resources, Production and Demand in Perspective, The Red 
Book Retrospective NEA 2006, p.34.
31 Ibid.
32 GAO, Briefing Report to the Honorable Marilyn Lloyd, Op.cit.
33 Ibid. 米国産のウランは国内で濃縮される。したがって濃縮役務の減益は、国産ウランの衰退を示唆している。
34 U.S. International Trade Commission, Uranium from Russia Investigation No. 731-TA-539-C (Third 
Review) February 2012.　ウラン採掘産業 13 社は次の通り。Ferret Exploration Co., Inc., (Denver CO); First 
Holding Co., (Denver, CO); Geomex Minerals, Inc., (Denver, CO); Homestake Mining Co., (San Francisco, 
CA); IMC Fertilizer, Inc., (Northbrook, IL); Malapai Resources Co., (Houston, TX); Pathfinder Mines Corp., 
(Bethesda, MD); Power Resources, Inc., (Denver CO); Rio Algom Mining Corp., (Oklahoma City, OK); Solution 
Mining Corp., (Laramie, WY); Total Minerals, Corp., (Houston, TX;) Umetco Minerals Corp., (Danbury, CT); 
Uranium Resources, Inc., (Dallas, TX)。
35 Notices of Department of Commerce, International Trade Administration, 57 FR 49220, October 30, 
1992,[A-100-002] https://enforcement.trade.gov/agreements/92-25919.txt（2019 年 2 月 1 日閲覧）。
− 125 −
ン或いはウランが含有された物質を輸出したことはないことを伝達した 36。また、ウクライナも 1992 年
7 月 15 日、同国が独立した 1991 年 12 月 1 日の以前もそれ以後も、米国にウランを出荷したことはな
いと返答してきた 37。さらに 1992 年 7 月 17 日には、ベラルーシが少なくとも 1991 年にはウランの輸
出は行っていないことを伝えた 38。アルメニアも対象とした調査期間（POI）にウランの生産、輸出、あ





ウラン採掘産業界の要望にもかかわらず、商務省の 1992 年 6 月 3 日付の上述の仮決定には、LEU の
「原料」となりうるロシアの HEU は対象には含まれていなかった。そのため産業界は 1992 年 6 月 24
日にも、商務省のこの決定に不服を表明し、これは 7 月 28 日には正式に文書として提出した。さらに
8 月 11 日には、HEU を反ダンピング課税調査に含めるべきか否かの問題についての最終決定を急ぐよ
う要請し、9 月 11 日に最終的な立場表明を行った 41。
このような動きに対抗し、TENEX は 1992 年 7 月 17 日、ロシアのウラン製品の米国側の取次会社、
NUEXCO 社、エナジー・フューエルズ・ニュークリア社 （EFN）、 及びグローバル・ニュークリア・
サービシス・アンド・サプライ社 （GNSS）とともに、HEU は調査対象に含めるべきでないとの書簡を
商務省に提出した 42。8 月 14 日には、消費者たる電力会社のメインヤンキ ・ーアトミックパワー社、バー
モントヤンキー・ニュークリアパワー（VYNPC）社が、HEU を含む濃縮ウラン全てを調査すべきでは












40 June 5, 2017 Department of Commerce, International Trade Administration Memorandum From: Sally 
C. Gannon Director for Bilateral Agreements Office of Policy Enforcement and Compliance, Through: Carole 
Showers Executive Director Office of Policy Enforcement and Compliance, To: Ronald K. Lorentzen Acting 
Assistant Secretary for Enforcement and Compliance, “Issues and Decision Memorandum for the Fourth 
Sunset Review of the Agreement Suspending the Antidumping Investigation on Uranium from the Russian 
Federation; Final Results” 




省は 1992 年 9 月 16 日、仮決定をさらに進め、カザフスタン、キルギスタン、ロシア、タジキスタン、
ウクライナ、及びウズベキスタンに対して、ダンピング停止協定に署名させた 44。これに伴い、米国はロ
シア産のウランには全て 115％課税する決定を下した。商務省は 1992 年 10 月 30 日には更なる反ダン
ピング課税調査を中断する代わりに、この協定によって、上記の国ごとに直接、間接に米国に輸出され
る量を制限した。同時に、当初は除外されていた HEU を調査の対象に含まれることになった。さらに、
この協定では、ロシア産の HEU の短期間での転売が規制された 45。
結果的にこの転売規制は、USEC が輸入した HEU 希釈 LEU について、ロシアに対する即時の全額
償還を難しくした。HEU 希釈 LEU というものは、HEU の原料ストックと、HEU を薄めるため 1.5％
の濃縮度のブレンドストックに由来する。これらのストックを準備するためには、やはり転換と濃縮
が必要である。したがって、LEU の価値は「天然ウラン原料（feed）コンポーネント」と SWU の総
和ということになる。1994 年 1 月に締結された USEC と MINATOM との当初の HEU の購入契約で
は、USEC は HEU 希釈 LEU 入荷時に SWU 相当部分を買い取ることにし、「天然ウラン原料（feed）
コンポーネント」に相当する部分については、これが実際にエンドユーザーに売れるか、もしくは濃縮
プラントの「オーバーフィード」46 に使用されて初めて支払うことになっていた。なお、米国はその後、
1994 年 3 月 11 日にダンピング停止協定を改定し、ロシア産のウランを販売する際にその半分を米国産
で提供させるという、「抱合せ販売（Matched Sale）」を規定して、通常の（解体核兵器由来の HEU を
起源としない）ロシア産ウランの米国流入を規制した。
ところで 1995 年 6 月に、核兵器由来の最初の HEU 希釈 LEU がボルチモア港に荷揚げされた際、
これらは直ちに電力会社に送られて使用されるわけではなかった。契約に基づき、電力会社は通常の
LEU を購入し続けていた。こうした中、もし、HEU 希釈 LEU がエンドユーザーに販売されず、転売
もされなければ、当然これは USEC 内に在庫として蓄積することになる。その場合、SWU に対しての
支払いはあるが、天然ウラン原料コンポーネントに対する支払いはすぐにされるわけではない。フィー
ド部分の支払いを受けないことを不安視したロシアは契約の履行を遅らせる動きも見せたが、結局、
HEU 希釈 LEU 利用の核燃料が 1995 年 11 月になって初めて米国内の原子力発電所に使用されること
となり、USEC は 1995 年及び 1996 年の、18 トン分に含まれる天然ウラン原料コンポーネントに 1 億
6,100 万ドルを支払った 47。HEU 希釈 LEU のインベントリが増えてしまい、天然ウラン原料コンポー
ネントの支払いがなされないという件は、米ロ間で問題となったが、両国で交渉した結果、USEC は
最初 SWU を買い取り、余剰の「天然ウラン」については TENEX に「返却」することで決着した。他
方、TENEX はこれを市場価格で売却する長期契約をカナダ Cameco、フランス COGEMA、ドイツ
NUKEM の 3 核燃料会社と 1997 年 3 月に締結した 48。
44 No. 731-TA-539-C, Op.cit.
45 57 FR 49220, Op.cit.
46 オーバーフィードとは、ウラン製品（LEU）を同じ分量生産するため、高くなった電力の消費は抑えて、廉価
になったウランを多めに使うこと。






れれば、米国市場に損害が出るとの判断から維持された。HEU 希釈 LEU とは別に、米国市場におい




2008 年 2 月 1 日に米ロは新しい合意を締結し、米国の電力会社へのロシア産 LEU の販売に道を開い
た。同合意によって、米国における既存の発電炉への 2011 年からの核燃料装荷に向け、ロシアは一
定量の LEU を供給できるようになり、さらに全ての制限も 2021 年までに段階的に撤廃されることに
なった。この時期まで、米国は国内の LEU の半分を「メガトンからメガワット計画」に基づく HEU
希釈 LEU に頼るようになっていたが、新たな合意では、天然ウランを濃縮したロシア産 LEU
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
輸入制
限を 2011 年時点の 16,559 kg から 2013 年に 41,398kg に緩和、また米ロの HEU 協定の失効に伴い、
HEU 希釈 LEU の出荷が停止する 2014 年には 485,279kg、そして 2020 年には 514,754kg へと制限を





2008 年 9 月 30 日これに署名して法として成立させた。これによると、ロシアが HEU を追加的に 300
トン希釈するならば、同国の米国へのウラン輸出割り当てを 20％から 25％に引き上げることになって
いた。ドメニチ修正が目指すものが、今までの米ロの HEU 協定と決定的に異なるのは、もしこの修正
に基づき米ロが合意できれば、ロシアは HEU 希釈 LEU を米国に限定することなく、第三国にも輸出
できることであった。ロシアはしかし、HEU 希釈の継続には関心を示していない。ひとつには、ドメ
ニチ修正がなくとも、2021 年まで待てば、規制が撤廃されることがあると思われる。USEC は、他に
取り扱い事業者がいないという状況の中で、有利な価格でロシアから HEU 希釈 LEU を買い取ること
が出来た。しかし、ロシアには、何もコストをかけてまで HEU を処分しなくても、通常の方法で LEU
を生産し、輸出すればよいと感じられたに違いない。
他方、米ロの戦略関係が近年大きく変容していることは、ウランを巡る合意の将来見通しを著しく不
透明にしている。2008 年 8 月には南オセチア紛争、2014 年にはクリミア危機が発生し、西側諸国とロ
シアの関係は冷却化したことは記憶に新しい。2018 年 4 月には、シリアの首都ダマスカス近郊におけ










米国のバラク・H・オバマ（Barack H. Obama）大統領は 2012 年 6 月 25 日、ロシアに残留する









マリン・カツサ（Marin Katusa）は、この大統領令の理由について「メガトン計画は 1 年以内に満了
となり、米国はこの協定の延長をするようロシアに必死に説得しているからだ」と述べている 55。しかし
ながら、オバマ大統領の意図がどのあたりにあるのかは不明である。
2013 年 12 月初め、最後の HEU 希釈 LEU がメリーランド州ボルチモアに到着した。1993 年の合意
によって始まったメガントンからメガワット計画では 500 トンの HEU、2 万個の核弾頭が米国の原子
力発電に用いられた。協定が完全履行されたのだから、大統領令はもはや意味をなさなくなったが、こ
れはすぐには取り消されなかった。しかしオバマ大統領は 2015 年 5 月 26 日、議会に対し「ロシアの
核兵器から取り出した 500 トンの HEU の成功裏の LEU 転換、商業炉の使用のための米国への LEU
移送、そしてロシア連邦への支払い完了にともない、大統領令 13617 号によって課された保全目的のた
めの資産凍結の必要はもはやない」とする書簡を議会に送って、大統領令はようやく撤回された。これ
はロシアがクリミアを併合した 2014 年 2 月のいわゆるクリミア危機の後のタイミングである。クリミ
ア危機があったから撤回が遅れたのか、危機があったにもかかわらず大統領令が撤回されたのか、ある
52 Executive Order 13617 of June 25, 2012, Blocking Property of the Government of the Russian Federation 
Relating to the Disposition of Highly Enriched Uranium.
Extracted From Nuclear Weapons, NARA, Federal Register, Vol.77, No.124, June 27, 2012, p. 38459.
53 同上。
54 同上。
55 Simit Patel, Obama's National Emergency Declaration Is Extremely Bullish For Uranium, Seeking Alpha, 
June 29, 2012, https://seekingalpha.com/article/691771-obamas-national-emergency-declaration-is-extremely-
bullish-for-uranium（2019 年 2 月 1 日閲覧）。
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いは大統領令の撤回の時期とクリミア危機の間には何の関係もないのかは評価が難しいところである。









を 2004 年に発足させ、旺盛な原子力ビジネスを展開していたが、オバマ大統領は在任中の 2013 年、




















56 The White House, “Statement by the President on Ukraine”　March 17, 2014
57 “U.S. Deports Russian Man Convicted Of Nuclear Bribery Scheme” Radio Free Europe, May 19, 2017.
58 James Conca “Russian Uranium One Deal And Hillary Clinton In The News Again”, Forbes, December 13, 
2018,





ウランを用いることを義務付ける割当制の導入を提起した 61。これを受けて、ウィルバ ・ーロス（Wilbur 
Ross）商務長官は 2018 年 7 月 18 日、軍と電力への必要分のウランの 5％しか米国は生産しておら
ず、1987 年の半分であるなどと述べて、前向きに検討していく考えを示した 62。米空軍出身で、「大統領

















61 訴えは公式には 2018 年 7 月 19 日付となっている。
62 “U.S. launches national security probe into uranium imports” PBS News Hour, Jul 18, 2018, https://www.
pbs.org/newshour/economy/u-s-launches-national-security-probe-into-uranium-imports（2019 年 2 月 1 日 閲
覧）。なお、DOE エネルギー情報局（EIA）によると、八酸化三ウラン（U3O8）等価額（ウランの一般の取引単位）
で、米国の電力会社等オーナーによって購入された外国原産のウランは 4,011 万 7 千ポンド、一方米国原産のウ
ランは 291 万 6 千ポンドである。合計 4,303 万 3 千ポンドのうち米国産はおよそ 6.8％ということになる。2017 
Uranium Marketing Annual Report Release Date: May 31, 2018,　https://www.eia.gov/uranium/marketing/
pdf/umartable3figure5.pdf（2019 年 2 月 1 日閲覧）。
63 Tom Blackwell, “The debate over proposed US curbs on uranium imports: Amid the multi-pronged Trump 
trade wars, uranium has been largely overlooked, but any protectionist measures could undermine a major 
Canadian export” Industry News, October 22, 2018. https://purepoint.ca/industry_news/the-debate-over-
proposed-us-curbs-on-uranium-imports/（2019 年 2 月 1 日閲覧）。
64 ウランの輸入割当制に反対している電力会社は、アマレン・ミズーリ社、ドミニオン・エナジー・サービシス者、
デューク・エナジー社、エナジー・ノースウェスト社、エクセロン・ジェネレーション社、フロリダパワー＆ライ
ト社、ネクストエラ・エナジー・リソーシズ社、パシフィックガス & エレクトリック社、PSEG ニュークリア社、
サウスカロライナ・エレクトリック & ガス社、エクセル・エナジー・サービシス社である。
65 “ʻWe gave you uranium, you repaid us by bombing Belgrade’: Putin slams US over nuclear treaties” Russia 





HEU 協定に基づき 20 年にわたって実施された「メガトンからメガワット計画」がルース・ニューク
への対処に大きく寄与したことは疑いない。ハンス・M・クリステンセン（Hans M. Kristensen）とロ
バート・S・ノリス（Robert S. Norris）によれば、1986 年にソ連は 1986 年の時点で 40,159 個の核弾
頭を保有していた 67。これが、ソ連、及び後継のロシアの核兵器の最大保有数である。その後、メガトン




















出し、力強い成長を見せるようになり、1999 年～ 2008 年の GDP 成長率は概ね 5％～ 10％と堅調に
推移した。その間、ロシアは原子力関連の機関、省庁を大幅に再編成して、対外的な原子力ビジネスを
より攻撃的に行うようになった。原子炉の輸出も積極的で、中国においては田湾 1 ～ 4 号機を 2007 年
～ 2018 年に運転開始させたほか、イランにおいて西独が放棄したブシェール１号機の建設を引き受け、
2013 年 9 月 23 日に運転を開始させた 69。2019 年 2 月 1 日現在、インド、バングラデシュ、ベラルーシ、
スロバキア、トルコで商業炉 9 基を着工済み、建設中である 70。詳細不明だが、2017 年 10 月にはナイ
67 Hans M. Kristensen & Robert S. Norris (2013) Global nuclear weapons inventories, 1945–2013, Bulletin of 
the Atomic Scientists, 69:5, 75-81．
68 Ibid.
69 IAEA PRIS (Power Reactor Information System) Database, 
70 IAEA のデータベースではロシアはそのほかにもウクライナで KHMELNITSKI-3 号機、4 号機をそれぞれ
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トであるので、本稿では考慮に入れていない。すなわち、本稿中に言及している、ロシアが 2019 年 2 月 1 日現在、
世界で建設中である 9 基の原子炉の中には含まれていない。
71 もっともロシア型の原子炉であっても、西側の核燃料を装荷することは技術的には可能である。フィンランド
やウクライナではそうした事例がある。
